
　＜　全　 事 　業　＞
施　　　　　策　　　　　体　　　　　系 事　　　　　業　　　　　ＮＯ． Ａ評価 割合％ Ｂ評価 割合％ Ｃ評価 割合％ 事業数

基本目標１：家庭における子育てへの支援 40 33 74 61 8 7 122

　（１）多様な子育て支援サービスの充実 21 40 27 51 5 9 53

　　　　　①養育支援 1～6 2 33 3 50 1 17 6

　　　　　②子育てに関する相談 7～23 9 53 8 47 0 0 17

　　　　　③子育てに関する情報提供・学習機会 24～42 7 37 11 58 1 5 19

　　　　　④親子・親同士の交流の場 43～53 3 27 5 45 3 27 11

　（２）子育て支援のネットワークづくり 12 36 21 64 0 0 33

　　　　　①地域での子育て意識づくり 2・29・54～66 3 20 12 80 0 0 15

　　　　　②子育て支援のネットワークづくり 67～84 9 50 9 50 0 0 18

　（３）ひとり親家庭の自立支援の推進 3 25 7 58 2 17 12

　　　　　①自立支援に向けた相談等 13・85～87 2 50 2 50 0 0 4

★ 　　　　　②生活支援 88～95 1 13 5 63 2 25 8

　（４）子育て家庭への経済的支援 4 17 19 79 1 4 24

★ 　　　　　①養育費，教育費への支援 88～89・92～94・96～114 4 17 19 79 1 4 24

基本目標３：豊かな心・健やかな体を育む環境づくり 44 30 94 65 7 5 145

　（１）次代の親の育成 1 33 2 67 0 0 3

　　　　　①子育てに関する学習やふれあいの機会 115～117 1 33 2 67 0 0 3

　（２）家庭の教育力の向上 9 43 11 52 1 5 21

★ 　　　　　①親となるための学習機会や支援 28～30・32・37～38・40～42・72・118～119 4 33 7 58 1 8 12

　　　　　②家庭の教育問題に対する相談 8・12・14～15・17・20～23 5 56 4 44 0 0 9

　（３）子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備 7 20 28 80 0 0 35

　　　　　①幼児教育環境の充実 121～129 1 11 8 89 0 0 9

　　　　　②学校教育環境の充実 129～152 6 25 18 75 0 0 24

　　　　　③保護者・地域から信頼される学校園作り 153～154 0 0 2 100 0 0 2

　（４）地域における子どもの居場所作りの推進 14 23 41 68 5 8 60

★ 　　　　　①居場所作り 28・54・57・77・155～168 8 44 8 44 2 11 18

　　　　　②児童館における活動 52～53・120・169～179 3 21 10 71 1 7 14

　　　　　③保育所，幼稚園，図書館，公民館，その他公共施設における活動 43・45～46・48～50・117・168・180～193 3 14 17 77 2 9 22

　　　　　④地域関係団体等の育成・支援 56・66・161・194～196 0 0 6 100 0 0 6

　（５）子どもの人権が尊重される取組の推進 12 57 8 38 1 5 21

　　　　　①意識啓発 197～202 4 67 1 17 1 17 6

★ 　　　　　②相談・支援 4・8・11～12・14～15・21・59・137 5 56 4 44 0 0 9

　　　　　③被害にあった子どもの保護 11～12・20・23・73・203 3 50 3 50 0 0 6

　（７）子どもを取り巻く有害環境対策の推進 1 20 4 80 0 0 5

　　　　　①有害環境対策 131・204～207 1 20 4 80 0 0 5
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施　　　　　策　　　　　体　　　　　系 事　　　　　業　　　　　ＮＯ． Ａ評価 割合％ Ｂ評価 割合％ Ｃ評価 割合％ 事業数

基本目標４：仕事と子育ての両立の推進 12 41 16 55 1 3 29

　（１）保育サービス等の推進 11 61 6 33 1 6 18

★ 　　　　　①保育サービス等の充実 2・5～6・208～222 11 61 6 33 1 6 18

　（２）仕事と子育ての両立を図るための意識啓発 1 9 10 91 0 0 11

★ 　　　　　①労働者や市民，企業への意識啓発 223～233 1 9 10 91 0 0 11

基本目標５：親子が安心して快適に暮らせる環境の整備 7 28 18 72 0 0 25

　（１）良好な居住環境の確保 1 50 1 50 0 0 2

　　　　　①子育て世代等への住宅施策 234～235 1 50 1 50 0 0 2

　（２）子どもにやさしい環境の整備 4 29 10 71 0 0 14

★ 　　　　　①福祉のまちづくりの推進 27・236～241 4 57 3 43 0 0 7

　　　　　②交通安全対策 242～248 0 0 7 100 0 0 7

　（３）犯罪や事故から子どもを守るための環境の整備 2 22 7 78 0 0 9

★ 　　　　　①防犯対策 130・249～256 2 22 7 78 0 0 9

合　　　　　　　　　　計 103 32 202 63 16 5 321

＜重点個別施策＞

２２年度からの５年間において本市が重点的に推進する事業 事　　　　　業　　　　　ＮＯ． Ａ評価 割合％ Ｂ評価 割合％ Ｃ評価 割合％ 事業数

★ 　②生活支援 88～95 1 13 5 63 2 25 8

★ 　①養育費，教育費への支援 88～89・92～94・96～114 4 17 19 79 1 4 24

★ 　①親となるための学習機会や支援 28～30・32・37～38・40～42・72・118～119 4 31 8 62 1 8 13

★ 　①居場所作り 28・54・57・77・155～168 8 44 8 44 2 11 18

★ 　②相談・支援 4・8・11～12・14～15・21・59・137 5 56 4 44 0 0 9

★ 　①保育サービス等の充実 2・5～6・208～222 11 61 6 33 1 6 18

★ 　①労働者や市民，企業への意識啓発 223～233 1 9 10 91 0 0 11

★ 　①福祉のまちづくりの推進 27・236～241 4 57 3 43 0 0 7

★ 　①防犯対策 130・249～256 2 22 7 78 0 0 9

合　　　　　　　　　　計 40 34 70 60 7 6 117

　＜　特　定　事　業　＞

国に対して目標事業量の数値報告が義務付けられている事業 事　　　　　業　　　　　ＮＯ． Ａ評価 割合％ Ｂ評価 割合％ Ｃ評価 割合％ 事業数

2・3・5・44・212・214・216・222 6 75 2 25 0 0 8

※　割合（％）は小数点以下を四捨五入したままの数値であり，合計が１００％になるように調整は行っていません。

※　★は重点個別施策を標記しています。
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